


































































































































































































































































































































































































































































































































































て，常習性による刑罰効果が生じるとされる。D.Sternberg-Lieben/N.Bosch, in : 




























































































式が想起され得る。Vgl. T.Fischer, Strafgesetzbuch, ５９.Auflage,２０１２,§２９１Rn.１３;



















　BGH NJW １９８０,１０５５;BGHSt５０,１８８,１９５f. 近時の判例として，BGH NStZ-
RR ２０１１,２０４;BGH NStZ-RR２０１１,２７２;BGH NStZ-RR２０１４,２７１;BGH BeckRS








　Vgl. BGHSt５０,１８８,１９６;BGH NStZ-RR ２０１０,２０３;BGH NStZ-RR２０１１,２７２f.


























　R.Rissing-van Saan/J.Peglau, in : Leipziger Kommentar zum StGB, １２.Auflage, 
Band ３, ２００８,§６６ Rn.１３８f; Ullenbruch/Drenkhahn/Morgenstern,a.a.O.(Fn.４９),§６６ 
Rn.９７ff も同様に，両メルクマールを区別する判例の立場に親和的である。さ
らに，vgl. BGH NStZ ２００６,２８０ff〔Anm. J.Renzikowski〕.


























　W.Stree/J.Kinzig,in : Schönke/Schröder StGB, ２９.Auflage, ２０１４,§６６ Rn.２５.
　Kinzig,Der Hang zu erheblichen Straftaten ‐ und was sich dahinter verbirgt ‐ Zu-
gleich eine empirische Analyse zur Begründung der Anordnung der Sicherungsverwah-


























Dessecker, a.a.O.(Fn.４６), §６６ Rn.８１ff.
　Rissing-van Saan/Peglau, a.a.O. (Fn.５１), §６６ Rn.１３４f.






























　Stree/Kinzig, a.a.O.(Fn.５４), §６６ Rn.３０. これに対して，BGH NStZ-RR ２０１１,７７は，
「長期に亘り犯罪と無縁の生活を送ってきたことは必ずしも習癖を否定する事
情ではない」とする。




























１９９９, Bd Ⅱ, S.２０９６）。なお，スイス旧刑法４２条においても，保安拘禁を命じる
ための要件として「重罪または軽罪の習癖」の存在が必要とされていた。Vgl. 
O.A.Germann, Schweizerisches Strafgesetzbuch, ９.Auflage, １９７２, S.９７.
　平場安治「責任の概念要素と刑事責任論の根底」『団藤重光博士古稀祝賀論
文集第２巻』（１９８４年）１０３頁参照。
　大塚・前掲（注２１）９０頁。
　あるべき量刑基準および量刑事情について，拙稿「量刑と責任」東北法学３２
号（２００８年）２２９頁以下参照。
累犯加重と常習犯について（２・完）――西岡
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Ⅳ　むすびにかえて
以上の考察によって，累犯加重規定と同様に，常習犯加重規定を理論
的に正当化することは困難であり，したがって，少なくとも，本稿で考
察の中心とした常習累犯加重規定についてはその存在自体が否定される
べきであるとの結論に達した。尤も，実際には，わが国の実務上，常習
累犯窃盗においては，累犯加重の場合と同様に，加重された法定刑の下
限（懲役３年）以上の刑の言渡しを受ける者は多くはないという指摘も
ある。確かに，比較的最近の裁判例においても，常習累犯窃盗で有罪
判決を受けた者のうち，懲役３年以上の刑を言い渡された者はわずかで
ある。しかし，このことが常習累犯加重規定を正当化する理由とはな
り得まい。
［付記］本稿は，平成２５年度科学研究費補助金（若手研究（B）課題番号２５７８００４３）
による研究成果の一部である。
　田邉信好「常習累犯窃盗罪についての判決の実情と刑事政策的課題」ジュリ
スト９２９号（１９８９年）５４頁以下参照。昭和６２年４月から昭和６３年８月までに大
阪地方裁判所で言い渡された常習累犯窃盗の被告人２２５人に対する判決結果を
資料としたものである。
　昭和６３年９月以降の常習累犯窃盗罪の成立が認められた裁判例のうち参照し
得たもので，懲役３年以上の刑を言い渡されたのは，東京地判平成１１年３月２５
日 D１/DB２８１６８２２７（被告人２名に対しそれぞれ懲役４年６月と懲役３年），東
京地判平成２０年５月２２日判時２０２７号１６０頁（懲役４年）のみであった。他の参
照し得た裁判例は，すべて３年未満の懲役刑を言い渡したものであった。東京
地判昭和６３年１０月７日判時１３０３号１５０頁（懲役２年８月），東京高判平成２年５
月１０日判タ７４１号２４５頁（懲役２年），東京高判平成５年１１月３０日判時１４９５号１４１
頁（懲役１年２月），名古屋高判平成８年１１月１３日判時１５９３号１４３頁（懲役２年
６月），広島高判平成１０年３月１９日判時１６４５号１５７頁（懲役２年６月），東京高
判平成１０年１０月１２日判時１６７８号１５３頁（懲役２年６月），神戸地判平成１４年１０月
１６日 D１/DB２８０７５７１６（懲役２年），神戸地判平成１４年１０月１６日 D１/DB２８０８５０５９
（懲役１年６月），東京地判平成２１年１２月２２日判タ１３３３号２８２頁（懲役２年６月），
東京高判平成２４年１２月３日判時２１９１号１４４頁（懲役１年８月）。
